
～加藤＆パートナーズ法律事務所による経営者・支援機関向けセミナー～

投育フォーラム（No.156）

会社オーナー・経営者のための相続と株式
～適切な経営体制を実現し承継するための議決権集約・議決権分散防止の法律実務～

お問い合わせ：大阪中小企業投資育成株式会社 セミナー事務局／松本
〒530－6128 大阪市北区中之島3－3－23 中之島ダイビル28階
TEL:06－6459－1700 support@sbic-wj.co.jp

■日 時 ２０２５年７月１５日（火）１４：００～１５：３０ （開場 １３:３０）

■場 所 大阪中小企業投資育成株式会社 セミナールーム
（大阪市北区中之島3-3-23 中之島ダイビル２８Ｆ／京阪「渡辺橋駅」直結）

■参加費 無料

■申込締切 ７月７日（月）

■申込方法 大阪投資育成のＨＰ（右の二次元コード）からお申込ください。
※同業の方からのお申込はお断りさせていただきますので、ご了承ください。

◎リアル申込ＵＲＬ（https://sbic-wj.seminarone.com/tf156-r/event/）
定員：30名程度 直接会場にお越しください。

◎Ｚｏｏｍ申込ＵＲＬ（https://sbic-wj.seminarone.com/tf156-r/event/）
7月11日(金)にZoomへの参加URLをお送りします。
翌営業日になっても届かない場合、お手数ですが事務局までご連絡ください。

※参加申込いただきました個人情報は、参加者名簿として講師機関と共有し、セミナーの企画・運営・実施のために利用する他、
関連するアフターサービス、必要な情報提供及び投資育成制度に関する各種ご案内のために使用いたします。
また、申込された方には出席・欠席を問わず講師機関及び弊社より後日ご連絡させていただく場合がございます。

開催要項

セミナー内容
非上場会社のオーナーや経営者にとって、株式が相続された場合の対策は、会社の存続と事業の安定継続を左
右する非常に重要な課題です。しかしながら、相続法や会社法に関する法律関係を理解したうえ、十分な対策
を講じている企業は少ない印象です。
オーナーに相続が発生した場合、株式（支配権）の帰属や遺産分割・遺留分等の問題に適切に備えていなけれ
ば、経営自体にも重大な支障が生じるリスクがあります。また、少数株主に相続が発生した場合にも、会社が
適切に対応しなければ、株式の分散を促進してしまうほか、相続人間の争いに巻き込まれ、株主からの訴訟に
発展するなど想定外の負担を強いられるリスクもあります。
本セミナーでは、裁判を含む相続法・会社法の実務経験豊富な弁護士が、株主（オーナー株主／少数株主）に
相続が発生した場合の株式の法律関係とポイントを整理・解説します。また、相続に備えた有効な議決権集約、

議決権分散防止の手法についても実務経験を踏まえ解説します。事業承継を踏まえた適切な経営体制実現の一
助となれば幸いです。

【Zoom参加：事前準備】
・ご予定の視聴環境にてZoomをご利用いただけるか、
事前に下記テストページにてテスト接続し、ご確認ください。
https://zoom.us/test

・当該Ｗｅｂセミナーのご参加にあたり、Zoomアプリの
インストールが必要となります。
セミナーをご視聴予定の機器（PC、スマートフォン等）へ
下記ＵＲＬよりZoomアプリのインストールをお願いいたします。
https://zoom.us/download#client_4meeting

【Zoom参加：注意事項】
・参加者の確認のため、Zoomの名前登録は参加者の[企業名・

フルネーム]をご記載ください。
・動画の録画、画面撮影等を行い、SNSなどへアップする等の

２次利用は固くお断りいたします。
・音声・画像の調整は参加者ご自身でご調整ください。
・参加者がご利用のシステムトラブルにより、音声・画像に

乱れが生じた場合については、弊社では対応いたしかねます
ので予めご了承ください。

講師紹介
加藤＆パートナーズ法律事務所 代表弁護士 加藤真朗 氏 、パートナー弁護士 佐野千誉 氏

会社経営権（支配権）を巡る争い、株主代表訴訟（株主側・会社役員側双方）、会社と少数株主の争いなどの会社
法に関する訴訟・非訟事件を数多く扱う。また、これらの裁判経験を活かし、非上場株式の関わる相続、事業承継、
株主対策にも注力している。
「非上場株式の相続と会社法－評価・遺産分割・換価・経営参加の法律実務－」（新日本法規出版・2025年）、
「弁護士・公認会計士の視点と実務 中小企業のM&A スキーム・バリュエーション・デューデリジェンス・契約・ク
ロージング」（第2版）（日本加除出版・2023年）、「株主管理・少数株主対策ハンドブック 会社内部紛争の予防、
事業承継・М＆Ａへの備え方」（日本加除出版・2022年）など著書多数。
2024年には士業の研鑽及び連携のため、「相続・事業承継・Ｍ＆Ａ研究会」（https://www.sozoku-jigyoshokei-
ma.jp/study.html）を設立。

※Zoom同時開催

■リアル申込

■Zoom申込


